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船舶安全法関連法令に定める無線設備の選択から携帯電話を除外する対策について 

 
会員各社におかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
平素より当協会の事業にご理解、ご協力を賜り、誠にありがとうございます。 
この度、国土交通省告示が改正され、限定沿海区域において海上運送法に定める旅客定期航路事業又は

旅客不定期航路事業に使用する船舶は、船舶安全法関連法令に定める無線設備の選択から携帯電話が除
外され、新造船は令和 4 年 11 月 1 日から、現存船は下表のとおり経過措置を定めて適用されています。 

対     象     船     舶 期   限 

携帯移動地球局(衛
星電話等)の無線電

話を備え付ける場合 

①令和 4 年 2 月 28 日以前に定期検査又は中間検査に合
格した船舶(②又は③に掲げるものを除く） 

令和 4 年 12 月 31 日 

②令和 4 年 3 月 1 日から 6 月 30 日までの間に定期検査
又は中間検査に合格した船舶(③に掲げるものを除く） 

令和 5 年 1 月 31 日 

③令和 4 年 7 月 1 日から 10 月 31 日までの間に定期検
査又は中間検査に合格した船舶 

令和 5 年 2 月 28 日 

携帯移動地球局以外の無線電話を備え付ける場合 
注：電波法に基づく無線従事者資格や無線局の開設が必要な場合もあります。
詳細は、最寄りの総合通信局にお問い合わせください。 

令和 5 年 5 月 31 日 

注：令和 4 年 10 月 28 日付け国土交通省告示第 1080 号「船舶設備規程第 311 条の 22 
第 1 項第 3 号の無線電信等を定める告示の一部を改正する告示」から作成 

この告示の改正は、国交省で検討が進められている小型旅客船の安全対策の関連で実施されましたが、
この安全対策には添付した資料に示すとおり、絶縁抵抗試験の実施時期の見直し等、電気に係る対策の検
討が含まれています。この資料は下記に示すとおり 11 月 4 日に開催された関東船舶電装協議会勉強会に
合わせて開催したブロック会議における講演のうち、１．の資料として配布されたもので、国交省のホー
ムページ等から抜粋されています。 https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_fr4_000036.html 

今後、他の協議会において、ブロック会議の開催要望がありましたら、当協会へご相談ください。 
 

記 
１．「小型旅客船の安全対策について」(添付のとおり)  

北陸信越運輸局 海事部 首席海事技術専門官 安藤 寿朗  様 
２．「リチウム蓄電池の船舶への利用について」（資料は後日送付予定） 

関東運輸局 海上安全環境部 首席海事技術専門官 清水 武史  様           以上 

https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_fr4_000036.html













